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日本経済の混乱が続き，日本大企業の大幅な人員削減の発表があいつぎ， í終身雇用j ， í年功序
列昇進・賃金」の「幻想」が崩壊し， í経済格差」の問題が国民的な関心を集めることとなった。







になると O になり，不平等になると 1 に近づく。課税前所得で見ると， 80年に， 0.349であった


























第 4 の研究課題は， 1 T による日本の下請け・系列化の変化について考察をおこなうことで
ある。
本稿の第 5 の研究課題は，第 1 ，第 2 ，第 3 ，第 4 の研究課題の解明をふまえて，日本大企
業を支える労務管理(人的資源管理)の形態変化について分析をおこなうこととしたい。
以上， 5 つの研究課題について，次章以降，論述をおこなうことを通して，随時，解明をす











の削減対象は，全従業員に及んでいる。正規の職員・従業員は， 1998年 2 月， 3794万人であっ
たのに対して， 1999年 2 月には3688万人となり， 106万人の減少となっている。これに対して，
















































































『賃金事情.] (1999年 9 月 20 日) No. 2349の検証レポート「大卒ホワイトカラーの賃金格差は

























経済的に厳しい現状であるが，再就職等によって再チャレンジを獲得することは， 40歳代， 50 
歳代に比べるとはるかに容易である。このような結果，同じ従業員でありながら， 50 ・ 40歳代
と 30 ・ 20歳代との成果主義人事に対する受け止め方が異なっている。企業側もこのような「世
代間利害ギャップ」に依拠し，若い世代は支持しているとして，成果主義人事を積極的に導入
している。
また， 50歳代， 40歳代後半を大幅に人員削減しつつ， 40歳代前半から 30歳代に対して選別・
淘汰をすすめつつ積極的に管理職に登用しようとする背景には，中間管理職の役割の変化があ















































































ができなくなる。いわば， r企業主義J にもとづく「労使協調型J の企業内労使関係の弱体化が，
更に加速化している。
( 3 ) 組織改革と 1990年代から21世紀における日本大企業の「人員削減」リストラ
1990年代から21世紀の前述したような組織改革と連動した「人員削減J リストラは，それま
( 6 ) I持ち株会社解禁に伴う労使関係懇談会 中間とりまとめを発表J r賃金実務J NO. 851, 2000 
































( 7 ) 小越洋之介「雇用壊し・賃金壊し J W賃金と社会保障.1 NO. 1267, 2000年 2 月上旬号，渡辺治『企
業社会・日本はどこへゆくのか一「再編」の時代・日本の社会分析』教育史料出版会， 1999年，
16ページ，参照



































( 9 ) 藤田実「雇用流動化と日本的経営J f賃金と社会保障j NO. 1253, 99年 7 月上旬号，参照





















































また，通産省でも， 2000年 4 月 10 日，鋳造や溶接，めっき，金型加工などのものづくりの現













(12) I開発現場に広がる情報連鎖-J r 日経情報ストラテジーJ 2000年 6 月
(13) 今回治『現代自動車企業の技術・管理・労働J 税務経理協会， 1998年， 160ページ









処理技術者」である。情報処理技術者は， 1980年から 1995年にかけて，その実数を 16倍に増大
させている(ただし自営的就業全体に占める割合は，いまだl. 6% と低い)。ここでの「情報処
理技術者J は，フリーの SEやフリーのプログラマー， SOHO などが含まれている。鎌田耕一
氏らの調査によれば，これらフリーの SEが，下請タイプのソフトハウスから，仕事を再下請
けしている数が一定数，存在している。




























8. I T と系列・下請け関係
日本の製造大企業の性格には，無数の下請け・系列メーカーを大企業が支配的に「垂直統合
型の閉鎖的ネットワーク」であった。














するものJ として提起している。五味氏の指摘は， 日本の下請け・系列は， í多角的重層的なネ























































賃金制度 「年功序列J I職能給制度」 成果主義賃金
内的強制 組織された競争システム 競争システムの再編・強化











それは，第 1 に， 1980年代において，すでに実態において，なきに等しかったかもしれない
が，イデオロギーとして存在してきた「終身雇用J の幻想が公然と否定された点，第 2 に，年
功序列賃金の基礎とも言える年齢給(基本給)がなくなり，その部分までも職務分析によって，
職群・ランク別に設定されるようになっている点，第 3 に，人事考課における評価が， r相対的




(19) 伊藤健市「企業福祉の再編成とカフェテリアプランー企業「福祉J の解体，__J 原田実・安井恒
則・黒田兼一編著『新・日本的経営と労務管理』ミネルヴァ書房， 2000年，拙稿「福利厚生制度
と女性労働j 藤井治枝・渡辺峻『現代企業経営と女性労働j ミネルヴァ書房， 1999年，参照
(20) 黒田兼一「職能資格制度と人事考課ー『能力主義』から成果主義へー」原田実・安井恒則，黒
田兼一，前掲書
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